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IT・IoT設備投資支援補助金 ＜特別枠＞  〔市〕12
担当：工業振興課　Ｔ39・2222

　新型コロナウイルス感染症による社会の変化に対応し、IT・IoT導入による生産性の
向上などに取り組む事業に対して、一般枠よりも拡充した「特別枠」で支援します。
⑴　対象者
　　市内に事業所を有する製造業に該当する中小企業者など
　　※事業継続計画（BCP）の策定が条件
⑵　対象経費
　ソフトウェア、センサー機器、生産性向上に資するシステムなどの導入・開発経費

⑶　補助額
　　対象経費の５分の４、上限150万円（一般枠は３分の２、上限100万円）
⑷　申し込み
　　８月20日㈭まで

デジタルビジネスイノベーション補助金  〔市〕13
担当：産業イノベーション課　Ｔ39・2402

　新型コロナウイルス感染症により、新たに発生・顕在化したビジネスニーズの事業化
を支援します。
⑴　対象者
　　市内に事業所を有する中小企業者など（全業種）、特定非営利活動法人
⑵　対象事業
・ビジネスのデジタル化に向けたシステムなどの導入・開発
・新たなビジネスモデルに転換するための設備・ロボットなどの導入・開発
・デジタル化の要素を含む新規事業または付加価値の高い新商品・サービスの開発

⑶　補助額
　　対象経費の３分の２、30万円～200万円

※他の企業と共同で行い、かつ事業拡大や新ビジネス展開の期待値が高いものは上
限300万円。審査員による審査・助言あり。まずはご相談を

⑷　申し込み
　　８月３日㈪～８月20日㈭

リモート会議環境整備支援  〔NAZE〕14
担当：NPO法人長岡産業活性化協会NAZE　Ｔ42・8700

　テレワークや遠隔の取引先との打ち合わせなどで利用機会が増してきたリモート（オ
ンライン）会議の導入を支援します。
　利用者の多いZoomの初歩的な使い方から、画面を通じた資料の共有まで、事業所を
訪問してサポートします。在宅勤務や外出先からの打ち合わせや取引先との商談にも活
用できます。

農林漁業者支援
就農初期段階運転資金支援事業  〔市〕15

担当：農水産政策課　Ｔ39・2223

　新型コロナウイルス感染症の影響で営農を断念しないよう、経営がまだ安定していな
い新規就農者などが行う生産活動に対し、必要な経費の一部を支援します。
⑴　対象者
・認定新規就農者
・長岡市農業次世代人材投資資金交付要綱に基づき資金の交付を受けている農業者
・過去に長岡市青年就農給付金交付要綱に基づき給付金の交付を受けた農業者
⑵　事業要件
・新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年２月～５月のいずれか１カ月にお
ける収入が前年同月より30％以上減少している農業者

・新型コロナウイルス感染症の対応により販売経費が増加した農業者
⑶　対象経費
　　農地・機械賃借料、種苗費（素畜費）、肥料・農薬衛生費、動力高熱費など
　　※他の補助事業の対象経費は除く
⑷　補助額
　　対象経費の２分の１（上限40万円）
⑸　申し込み
　　８月31日㈪まで
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